
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 55,358,581,777   固定負債 9,303,056,931

    有形固定資産 51,815,599,053     地方債等 7,949,318,843

      事業用資産 15,300,101,000     長期未払金 -

        土地 4,868,554,896     退職手当引当金 986,706,417

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 367,031,671

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,171,794,307

        建物 16,659,709,334     １年内償還予定地方債等 1,079,758,895

        建物減価償却累計額 -9,874,677,560     未払金 13,799,935

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 7,351,178,502     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -3,715,664,172     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 76,560,722

        船舶 -     預り金 486,787

        船舶減価償却累計額 -     その他 1,187,968

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 10,474,851,238

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 57,280,102,360

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -9,101,059,486

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 124,696

        その他減価償却累計額 -124,696

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 11,000,000

      インフラ資産 36,300,332,038

        土地 691,143,780

        土地減損損失累計額 -

        建物 547,464,087

        建物減価償却累計額 -280,934,500

        建物減損損失累計額 -

        工作物 104,226,058,373

        工作物減価償却累計額 -68,899,879,344

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,192,835

        その他減価償却累計額 -1,133,193

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 16,420,000

      物品 1,291,562,344

      物品減価償却累計額 -1,076,396,329

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 13,907,399

      ソフトウェア 13,667,399

      その他 240,000

    投資その他の資産 3,529,075,325

      投資及び出資金 127,390,101

        有価証券 -

        出資金 127,390,101

        その他 -

      長期延滞債権 33,726,167

      長期貸付金 70,286,640

      基金 3,140,915,956

        減債基金 -

        その他 3,140,915,956

      その他 159,605,558

      徴収不能引当金 -2,849,097

  流動資産 3,295,312,335

    現金預金 1,271,602,537

    未収金 80,714,955

    短期貸付金 14,977,800

    基金 1,906,542,783

      財政調整基金 1,898,573,159

      減債基金 7,969,624

    棚卸資産 20,895,650

    その他 2,960,000

    徴収不能引当金 -2,381,390

  繰延資産 - 純資産合計 48,179,042,874

資産合計 58,653,894,112 負債及び純資産合計 58,653,894,112

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 9,011,450

    その他 4,639,151

純行政コスト 13,317,987,797

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 307,966

  臨時利益 13,650,601

  臨時損失 669,382,766

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 669,074,800

    使用料及び手数料 493,327,367

    その他 228,240,152

純経常行政コスト 12,662,255,632

      社会保障給付 1,977,293,139

      その他 43,175,346

  経常収益 721,567,519

        その他 110,727,040

    移転費用 4,874,604,403

      補助金等 2,854,135,918

      その他の業務費用 168,205,099

        支払利息 64,687,285

        徴収不能引当金繰入額 -7,209,226

        維持補修費 81,968,616

        減価償却費 2,856,744,105

        その他 236,290

        その他 131,335,002

      物件費等 7,038,486,173

        物件費 4,099,537,162

        職員給与費 1,095,167,735

        賞与等引当金繰入額 74,443,065

        退職手当引当金繰入額 1,581,674

  経常費用 13,383,823,151

    業務費用 8,509,218,748

      人件費 1,302,527,476

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,423,059,001 59,418,509,295 -8,995,450,294 -

  純行政コスト（△） -13,317,987,797 -13,317,987,797 -

  財源 10,801,580,182 10,801,580,182 -

    税収等 6,823,187,021 6,823,187,021 -

    国県等補助金 3,978,393,161 3,978,393,161 -

  本年度差額 -2,516,407,615 -2,516,407,615 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,409,303,956 2,409,303,956

    有形固定資産等の増加 947,479,854 -947,479,854

    有形固定資産等の減少 -3,706,068,024 3,706,068,024

    貸付金・基金等の増加 1,041,602,039 -1,041,602,039

    貸付金・基金等の減少 -692,317,825 692,317,825

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 264,775,128 264,775,128

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 1,335,433 -957,561 2,292,994 -

  その他 6,280,927 7,079,454 -798,527

  本年度純資産変動額 -2,244,016,127 -2,138,406,935 -105,609,192 -

本年度末純資産残高 48,179,042,874 57,280,102,360 -9,101,059,486 -

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 40,260,412

本年度歳計外現金増減額 -40,245,632

本年度末歳計外現金残高 14,780

本年度末現金預金残高 1,271,602,537

財務活動収支 -183,362,530

本年度資金収支額 -398,708,043

前年度末資金残高 1,671,201,755

比例連結割合変更に伴う差額 -905,955

本年度末資金残高 1,271,587,757

    地方債等償還支出 1,133,511,697

    その他の支出 237,833

  財務活動収入 950,387,000

    地方債等発行収入 950,387,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 9,011,450

    その他の収入 1,500,000

投資活動収支 -1,171,530,862

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,133,749,530

    その他の支出 -

  投資活動収入 300,396,190

    国県等補助金収入 40,096,168

    基金取崩収入 248,079,412

    貸付金元金回収収入 1,709,160

  投資活動支出 1,471,927,052

    公共施設等整備費支出 891,103,888

    基金積立金支出 559,015,364

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 21,807,800

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 307,966

  臨時収入 4,639,151

業務活動収支 956,185,349

【投資活動収支】

    税収等収入 6,833,183,934

    国県等補助金収入 3,976,337,596

    使用料及び手数料収入 496,397,659

    その他の収入 197,643,728

  臨時支出 307,966

    移転費用支出 4,874,559,518

      補助金等支出 2,854,135,918

      社会保障給付支出 1,977,293,139

      その他の支出 43,130,461

  業務収入 11,503,562,917

    業務費用支出 5,677,149,235

      人件費支出 1,301,556,036

      物件費等支出 4,189,392,033

      支払利息支出 64,687,285

      その他の支出 121,513,881

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 10,551,708,753



連結会計

(１)資産項目の明細

①有形固定資産の明細 嬬恋村令和4年度 （単位：円)

本年度末残高 本年度末 差引本年度末残高
区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 （Ａ）＋（Ｂ）－（C） 減価償却累計額 本年度償却額 （D）－（E）

（Ａ） （B） （C） （D） （E） （F） （G）
事業用資産 27,657,576,601 544,417,250 407,449,000 27,794,544,851 12,915,510,016 633,490,510 14,879,034,835
土地（事業用） 4,858,153,646 10,401,250 0 4,868,554,896 0 0 4,868,554,896
立木竹 0 0 0 0 0 0 0
建物（事業用） 16,167,582,489 492,126,845 0 16,659,709,334 9,874,677,560 368,023,813 6,785,031,774
工作物（事業用） 7,317,855,247 33,323,255 0 7,351,178,502 3,715,664,172 290,772,191 3,635,514,330
船舶 0 0 0 0 0 0 0
浮標等 0 0 0 0 0 0 0
航空機 0 0 0 0 0 0 0
その他（事業用） 124,696 0 0 124,696 124,696 0 0
建設仮勘定（事業用） 407,449,000 11,000,000 407,449,000 11,000,000 0 0 11,000,000
インフラ資産 105,429,560,440 372,236,416 320,710,616 105,481,086,240 69,180,813,844 2,114,443,362 36,300,936,560
土地（インフラ用） 690,326,680 817,100 0 691,143,780 0 0 691,143,780
建物（インフラ用） 547,464,087 0 0 547,464,087 280,934,500 10,669,795 266,529,587
工作物（インフラ用） 103,869,408,057 357,499,316 849,000 104,226,058,373 68,899,879,344 2,103,773,567 35,326,843,193
その他（インフラ用） 0 0 0 0 0 0 0
建設仮勘定（インフラ用） 322,361,616 13,920,000 319,861,616 16,420,000 0 0 16,420,000
物品 1,270,283,648 36,091,897 26,524,116 1,279,851,429 1,065,289,936 78,246,816 214,561,494

合計 135,451,009,166 955,179,663 754,683,732 135,651,505,096 83,836,570,207 2,851,486,183 51,815,599,053

（単位：円)

生活インフラ・
国土保全

事業用資産 2,640,713,086 5,817,725,408 711,897,752 44,877,974 1,719,635,696 614,098,786 3,751,152,298 15,300,101,000
土地（事業用） 188,637,268 1,232,907,951 9,996,494 44,877,973 55,268,958 27,043,199 3,309,823,053 4,868,554,896
立木竹 0 0 0 0 0 0 0 0
建物（事業用） 225,732,733 4,361,850,287 655,094,047 1 987,289,900 114,717,719 440,347,087 6,785,031,774
工作物（事業用） 2,215,343,085 222,967,170 46,807,211 0 677,076,838 472,337,868 982,158 3,635,514,330
船舶 0 0 0 0 0 0 0 0
浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0
航空機 0 0 0 0 0 0 0 0
その他（事業用） 0 0 0 0 0 0 0 0
建設仮勘定（事業用） 11,000,000 0 0 0 0 0 0 11,000,000
インフラ資産 36,016,414,147 122,395,755 0 0 3,962,400 14,330,258 143,834,000 36,300,936,560
土地（インフラ用） 569,198,103 21,242 0 0 0 0 121,924,435 691,143,780
建物（インフラ用） 266,529,587 0 0 0 0 0 0 266,529,587
工作物（インフラ用） 35,164,266,457 122,374,513 0 0 3,962,400 14,330,258 21,909,565 35,326,843,193
その他（インフラ用） 0 0 0 0 0 0 0 0
建設仮勘定（インフラ用） 16,420,000 0 0 0 0 0 0 16,420,000
物品 50,765,276 22,406,792 56,016,632 3,641,159 7,335,498 50,386,624 24,009,512 214,561,493

合計 38,707,892,509 5,962,527,955 767,914,384 48,519,133 1,730,933,594 678,815,668 3,918,995,810 51,815,599,053

産業振興 消防 総務 合計

（連結会計）貸借対照表の内容に関する明細

②有形固定資産の行政目的別明細
区分 教育 福祉 環境衛生



連結会計財務書類に係る注記 
 
１．追加情報 
（１）連結対象団体（会計） 
団体（会計）名 連結の方法 比例連結割合 
吾妻広域市町村圏振興整備組合 比例連結 財務書類未提出 
吾妻環境施設組合 比例連結 財務書類未提出 
西吾妻環境衛生施設組合 比例連結 財務書類未提出 
西吾妻衛生施設組合 比例連結 46.5% 

西吾妻福祉病院組合 比例連結 24.1% 
群馬県市町村総合事務組合(消防） 比例連結 2.34% 
群馬県市町村総合事務組合(自然災害） 比例連結 1.96% 
群馬県市町村総合事務組合(賞じゅつ金） 比例連結 2.93% 
群馬県市町村総合事務組合(非常勤） 比例連結 1.57% 
群馬県市町村総合事務組合(学校医） 比例連結 4.00% 
群馬県市町村総合事務組合(公平委員） 比例連結 2.18% 
群馬県後期高齢者医療広域連合 比例連結 0.65% 
群馬県市町村会館管理組合 比例連結 2.86% 
 
連結の方法は次のとおりです。 
① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 
② 地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計にお 
いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもっ 
て会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合 
があります。 

 ④ 出資割合が 25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場

合は、比例連結の対象としていない場合があります。 
 


